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Zusammenfassung
　Gegenwärtig wird in Japan eine Reform des Zivilrechts diskutiert， und das Verfahren schreitet 
fort und hat die letzte Phase erreicht. Es besteht die Aussicht， dass hierbei besonders Vorschriften 
betreffend "Dauerschuldverhältnissen" neu eingerichtet werden. Die Diskussionen scheinen 
jedoch nicht lebhaft zu sein. Ein Grund dafür scheint zu sein， dass es zu viele verschiedene 
Dauerschuldverhältnisse gibt， weshalb es nicht möglich ist， einheitliche Vorschriften aufzustellen.
　In Deutschland ist "Schuldrechtsmodanisierungsgestz" 2002 in Kraft gesetzt worden. In § 
314 des neuen deutschen Zivilrechts wird die "Kündigung von Dauerschuldverhältnissen aus 
wichtigen Granden" festgelegt. Der Zweck dieses Manuskripts liegt darin， einen überblick 
aber die näheren Umstände der Gesetzgebung für § 314 des neuen deutschen Zivilrechts und 
die grundlegende Literatur zu den neuesten Diskussionen zu gewinnen und möglicherweise 
Andeutungen für die Diskussionen in Japan zu erhalten.
Ⅰ　はじめに
私たちの生活を取り巻く「継続的」な契約には様々なものがあり、特に、その契約関係の解消に
関しては、問題が多い。民法典の典型契約としては、賃貸借契約や雇用契約が挙げられるし、非典
型契約としては、フランチャイズ契約などが社会的には頻繁に取り交わされている。そのような「継
続的」な契約関係は、契約関係に入った当事者の信頼関係を基盤として維持・継続されているがゆ
えに、商品売買契約などの一回性・単発的契約と異なって、その関係の解消、すなわち、当事者関
ドイツ債務法における継続的債務関係の解消に関する一考察
−ドイツ民法新314条をめぐる議論について−
谷 　 口 　 　 　 聡
Ein Studium für die Auflösung von Dauerschuldverhältnissen 
in Deutschesschuldrecht: 
Die Diskussion über §314 in BGB in Deutschland
Taniguchi Satoshi
高崎経済大学論集　第57巻　第 2 号　2014　1〜14頁
−2−
高崎経済大学論集　第 57 巻　第 2 号　2014
係からの離脱の問題が複雑化する。
わが国の民法債権法の改正論議は、現在、最終段階にあるが、これに先立つこと10年以上、ドイ
ツでは、2002年に債務法現代化法が施行された。継続的（債権）債務関係に関しては、新314条が
明文の規定として置かれることとなった。この規定をめぐる最新の議論を概観して、わが国が参考
とできるところはないのかを探り、検討することが本稿の目的である。ドイツ民法新314条は次の
ような規定である。
第314条
第 1 項　継続的債務関係は、契約両当事者が、重大な事由により告知期間の遵守なしに告知をなし
うる。告知する当事者にとって、個々の事例のすべての事情を考慮し、かつ、両当事者の利益を
考量して、合意された終了時までの、または、告知期間徒過時までの契約関係の存続が期待しえ
ない場合は、重大な事由が存在する。
第 2 項　重大な事由が契約による義務の違反にあるときは、告知は、除去のために定められた期間
の徒過した後または催告がなされてもそれが不奏功に終わった後にはじめて許容される。第323
条第 2 項が準用される。
第 3 項　権利者は、彼が告知原因を知った後、相当期間内においてのみ、告知をなしうる。
第 4 項　損害賠償を請求する権利は、告知により排除されない。
Ⅱ　わが国の民法改正論議における「継続的債務関係」
ドイツ債務法現代化法においては、次章で検討するように、新314条において、明文の規定をもっ
て「継続的債務関係の重大な事由による解約告知」を定めた。この規定の中心的な意義は、「重大な
事由」が存在する場合に、「継続的債務関係」を解消しうることを契約当事者に認めているところで
ある。後述するとおり、これは、特に、積極的に新しい学説上の見解を取り入れたというものではなく、
判例においてすでに定着している理論を明文の形に置き換えたものであると評されている。
しかし、わが国の民法改正論議においては、このような「重大な事由」により「継続的債務（債
権）関係」の解消という公式は、積極的には論じられていない。これに関しては、すでに、法制審
議会以前の民法（債権法）改正検討委員会の議論において、後ろ向きな態度がとられていたことが
把握される。すなわち、右検討委員会においては、「重大な状況」の変化においては、事情変更の
原則で対応できるものであり、また、債務不履行においては、「債務の重大な不履行」が一般的要
件とされることから、ドイツ民法新314条のような規定を設けることは、法状況をかえって複雑に
するという解説がなされていたのである1。ドイツ流の明文規定を置くことに対して、最も積極的
な議論の整理がなされたのは、法制審議会の議論の取りまとめである「民法（債権関係）の改正に
 
1  　民法（債権法）改正検討委員会編『詳解　債権法改正の基本指針Ⅴ各種の契約（2）』（商事法務　2010）402頁。
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関する中間的な論点整理」であったと思われる。この中間的整理の「第60　継続的契約」「 2 　継
続的契約解消の場面に関する規定」の「（ 3 ）継続的契約の解除」においては、債務不履行に加えて、
「やむをえない事由」による解除を仮定した整理が図られている2。しかし、結局、その後の法制審
議会「中間試案」（民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理）においては、「継続的契約」
に関する規定は、期間の定めのある契約と定めのない契約の終了、そして、解除の将来効のみが検
討対象とされており、「重大な事由」による解消の議論はなされていないのである3。
わが国の民法改正議論は、このような状況にあるためか、ドイツ民法新314条の議論はあまり脚
光を浴びていないが、本当に参考になる点は皆無なのか、以下において、新314条をめぐる議論を
基本的な近時の文献から探ってみることとしたい。
Ⅲ　ドイツ債務法現代化法施行後の新314条をめぐる議論
１　「継続的債務関係」概念の形成と展開
新314条をめぐる議論について、まず、ドイツ民法における「継続的債務関係」概念およびこ
れと深いかかわりをもつその「解消」の議論の起源と形成、そして、展開について概観したい。
Rudolf Meyer-Priztlは継続的債務関係概念およびその起源を次のように分析している4。
『継続的債務関係』の概念は、比較的浅い起源をもつものであり、1900年の民法典の草案も未だ
知らないものであったとする。継続的債務関係の概念は、ローマ法においても、また、ドイツの法
律伝統においても、紹介されないという。その兆候が見られなかったというのである。しかしながら、
Savignyは、「一時的な給付」と「継続的な給付」を区別していた5とする。だが、体系的な認識
は、20世紀初頭にやっと始まったとしている。1904年には、さらに、Müller-Erzbachが、「継続的
給付行為とその類似諸契約」について報告した6とする。それから 2 年後、Josef Kohlerは、「継続
的な相互関係」を作品として出した7と紹介している。行為基礎の学説におけるのとちょうど同様
に、Paul Oertmanは、その価値が認められるべき概念であるものとして形成され、それは、残さ
れているとし、その概念は、1919年に、明白に、かつ、最初に、「継続的債務関係」として報告さ
れたものであったとする8。したがって、Oetkelがすでに指摘しているところによれば、Otto von. 
Gierkeは、債務法の解釈論にその継続的債務関係という概念を導入したことについて功績があるわ
けではないが9、Gierkeは、「すでに始まっていた議論にその出現について手助けをした」という者
 
2  　『民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理の補足説明』（商事法務　2011）486頁以下。
3  　『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』（商事法務　2013）392頁。
4  　Rudolf Meyer-Pritzl, Historisch-kritischer Kommentaar zum BGB,2007 S.1754, Rn.75
5  　Friedrich Carl v. Savigny, Das Obligationenrecht, Bd Ⅰ 1851 S.302（vgl. Mezer-Pritzl, aaO. S. 1754 Fn.248）
6  　Rudolf Müller-Erzbach, Ueber den Rücktritt bei 》sukzessiven Lieferungsgeschäften《 und ähnlichen Verträgen, DJZ 
1904, Sp.1158-1163（vgl. Mezer Pritzl, aaO,S.1754 Fn.249）
7  　Josef Kohler, Lehrebuch des Bürgerlichenrechts,Bd Ⅱ /1, 1906 S.259ff （vgl. Meyer- Pritzl, aaO,S.1754 Fn.250）
8  　Paul Oertmann, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch und seinen Nebengesetzen, Bürgerliches Gesetzbuch, 
Zweites Buch: Recht der Schuldverhältnisse, 1910 §325（vgl. Mezer-Pritzl, aaO,S.1754 Fn.251）
9  　Hartmut Oetkel, Dauerschuldverhältnis und seine Beendigung （Jus privatum, 9 ）1994,S.50（vgl. Mezer-Pritzl, aaO, 
S.1754 Fn.252）
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であるとする10。Gierkeの1914年の論説「継続的な債務関係」は、新しい法律の制度に関する解釈
論的な原則を創り出したとする11。ライヒ裁判所判決の公式の判例集においては、「継続的債務関係」
の概念は、1933年の判決において最初のものとして見出すことができる12と結んでいる。
さらに、Meyer-Pritzlは、BGB立法から債務法現代化法に至るまでについて、以下のように説明
する13。
「BGBにおける重大な事由による継続的債務関係の告知の規定は、30年代および40年代初頭にお
いて、「ドイツ法学術協会」の委員会で詳細に議論された14。20世紀の70年代以降は、民事の法律
における継続的債務関係の概念は、民法典（BGB）の外において適用されたことがわかる。債務法
の改訂に関する委員会の最終結果報告において考慮された規定（民法典第一草案第307条）は、重
要な転換点である2002年のBGBにおいて引き継がれた。立法者は、314条の規定によって現存する
法律状況の変更をしないように努めた。BGBにおけるその明文の規定は、大きな現実的な意味を
伴うものであり、また、長期にわたり定着した重大な事由による告知に関する判例を基礎づけるも
のであった。
新314条の規定が判例を基盤として明文化されたことについては、Looscheldersも同様の見解を
示す15。すなわち、「債務法改正以前には、個々の継続的債務関係に関してのみ、重大な事由によ
る告知における諸規定に行き着いた。特に、543条、569条（使用賃貸借）、626条（雇用契約）、お
よび、723条（組合契約）を挙げることができる。しかし、判例は、これら諸規定の評価および信
義誠実の原則から、重大な事由による継続的債務関係の告知についての一般的な権利を導いた。こ
れに対して、債務法現代化法は314条において、明文の条文の根拠を生み出した」とするものである。
この点については、さらに、Reiner Schulzeも同様の見解である16「継続的債務関係については、
314条が重大な事由による告知の権利について維持している。債務法現代化法は、この規定を部分
的に、以前の裁判官の法形成の基盤において、BGBに採り入れた」としている。
そして、ドイツ民法債務法現代化法の施行と効力発生などの詳細については、Wethが以下のよ
うに説明している17「314条の規定は、債務法現代化法（2011年11月26日における債務法の現代化
に関する法律）によって、2002年 1 月 1 日以降、効力をもって組み込まれた。そして、2002年 1 月
1 日以降に締結された継続的債務関係のすべてに適用されている。さらには、当該規定は、民法施
行法（EGBGB）第229章第 5 条第 2 文に従い、2002年 1 月 1 日以前に締結された継続的債務関係に
ついては、2003年 1 月 1 日以降に適用される」というものである。
 
10 　Oetkel, aaO,S.50（vgl. Mezer-Pritzl, aaO,S.1754 Fn.253）
11 　Otto v. Gierke, JhJb 64（1914）,S.355-411 （vgl. Mezer Pritzl, aaO, S1754 Fn.254）
12 　RGZ 140, 264,275（vgl. Mezer-Pritzl, aaO, S.1754 Fn.255）
13 　Mezer-Pritzl, aaO, S.1755f, Rn.79
14 　Schmidt,StaudingerBGB 13 Bearb, 1995 §242, Rn.1380（vgl. Meyer-Pritzl, aaO, S.1756 Fn.263）
15 　Dirk Looschelders, Schuldrecht Allgemeiner Teil 2008, S.255 Rn.795
16 　Reiner Schulze, Bürgerliches Gesetzbuch Handkommentar 2009, S.462 Rn.1
17 　Stephan Weth, Juris PraxisKommentar BGB Bd.2.1 Schuldrecht Teil 1 S.1061 Rn.1
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２　「継続的債務関係」概念および「（解約）告知」の定義と意義
「継続的債務関係」概念の定義と「（解約）告知」の意義に関しては、現時点において以下のよう
に説明される。
第一に、「継続的債務関係」概念について、Hirschは次のような定義をしている18。「定義：継続
的債務関係は、給付の一度きりの提供に、あるいは、給付の一度きりの交換に向けられたものでは
なく、契約の一方当事者あるいは双方当事者がある程度の期間給付することを義務付けるところの
債務関係である。したがって、継続的債務関係に関する典型的なものは、時間的な広がりと、提供
されうる給付の範囲が前もって決定しているものではなく、その期間に依拠しているという事実で
ある」とする。
Looscheldersの説明は次のようなものである19。「債務関係は、しばしば、「一回性の給付」（例えば、
贈与）または一回性の給付の交換（例えば、売買契約）に注意が向けられる。しかしながら、より
長い期間に基礎が置かれている債務関係もまた存在する。そこにおいては、その期間にわたり、絶
え間なく、給付義務および保護義務が発生する。そのような継続的債務関係の内容は、永続的な給
付の中に存在しうるものであるが、反復される個々の給付の中にもまた存在している。決定的なこ
とは、全体の給付の範囲が確定しているものではなく、期間の長さに左右されるということである」
とする。
しかしながら、Meyer-Pritzlは、判例が行ってきた概念定義について懐疑的である20。すなわち、「継
続的債務関係の概念は、広範であり、その概念の適用は常に明確であるというわけではない。判例
は、その概念を解釈論的に精密に把握することに成功しているとはいえない」としている。
第二に、「（解約）告知」の意義にいて、ごく基本的なところから、Medicus/Lorenzは次のよう
に説明する21。「解除（Rücktritt）とは異なり、債権法総論における告知（Die Kündigung）は単独
に規定されているわけではない。そのことは、告知の非常に様々な適用事例の間の少なからぬ相違
に基づいている。解除と異なる告知は将来についてのみ効力をもつものであり、そのことから、規
則的に遡及効による原状回復の諸問題（Rückabwicklungsprobleme）を生じさせないという役割を
これに対して演じているといってよいであろう」というものである。
Looscheldersは、告知の意義について以下のように述べる22。「継続的債務関係を将来に対して終
了させるものであるので、告知は効力を有する。従って、告知は、今から（ex-nunc）効力をもつ。
告知期間はあらかじめ企図されない。ただし、信義誠実の原則が、他方当事者に「満了期間」を承
認することを、個別の事例において、要求しうる。告知は、これまでもたらされた給付を手つかず
のままにしておく。したがって、346条以下、または、812条以下による解除の効力は考慮されない」
とする。
 
18 　Christoph Hirsch, Schuldrecht Allgemeiner Teil 2013, S.192 Rn.371
19 　Looschelders, aaO, S.255 Rn.794
20 　Mezer-Pritzl, aaO,S.1755 Rn.76
21 　Dieter Medicus / Stephan Lorenz, Schuldrecht Ⅰ Allgemeiner Teil, Afl 18 2008, S.293
22 　Looschelders, aaO, S.257 Rn.804
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Reiner Schulzeの見解は以下のようなものである23。「この規定の目的は、継続的債務関係の長期
間の結びつきの要求できない効果を当事者双方の利益の考慮のもとに回避することである。その限
りにおいて、その規定は、信義誠実の原則の要件を顧慮する」とする。
さらに、Wethは、以下のように述べる24。「契約の一方当事者が契約を固く保持することがひど
く過大である場合には、重大な障害の発生において契約を告知することは、継続的債務関係の当該
契約当事者に、常に可能なものでなければならない。この規定によって以前の判例を変更すること
は、立法者により意図されたものではなかった」というものである。
３　継続的債務関係の具体例
継続的債務関係を構成する具体的な契約とは、どのようなものか。ほとんどの文献は、第一に、
典型契約からその具体例を掲げ、そして、非典型契約ないし現代型契約類型を掲げて説明する。
Medicus/Lorenzのテキストにおいては25、使用賃貸借（Miete）、用益賃貸借（Pacht）、使用貸借、
消費貸借、雇用契約、旅行契約および組合契約が掲げられている。Looschelderは、このカテゴリー
に保険契約を加えた上で、別のカテゴリーとして、購買者のそのつどの需要に従って納入量が確定
するところの売買諸契約が属する（例えば、経営者とビール醸造所の間のビール納品の諸契約、公
益事業を伴った購入の諸契約、産業における下請けの諸契約）」を掲げる26。
Meyer-Pritzlは、さらに、債務法現代化法で典型契約となったリース契約なども加えている27。
また、BGHが「継続的債権関係」であると認めた契約類型として、ビール納品契約、使用賃貸借
契約、仲裁契約、雇用契約、電気、ガスおよび水道供給契約、ライセンス契約、長期間の購入契約、
用益賃貸借契約、組合契約、保険契約および契約商人の契約（Vertragshändlervereträage）を挙
げている28。さらに、Hirschはフランチャイズ契約も継続的債務関係であるとし、また、電気、ガ
ス、水、エネルギーなどの供給契約も挙げている29。これらにWethは、さらに以下のような現代型
契約類型を追加している30。ファクタリング、プロジェクト課税契約（Projectsteurungsvertrag）、
予約診療契約（Belegarztvertarg）、競業法上の不作為、HGB（商法典）74条から83条の特別規定
が適用される、労働契約が当事者間において適用されるところの契約後の競業避止、同じく、テレ
コミュニケーションおよびアクセスプロバイダもしくはインターネットアクセス契約である。また、
Wethの私見であると思われるが、さらには、以下のような契約も数えている31。すなわち、自動
販売機の賃貸借契約、ビール購入契約、熱エネルギー供給契約、ドイツ建設法の約款契約、世話契
約（Pflegevertrag）、ソフトウェア保護契約、ITアウトソーシング契約、ITコンサルティング契約、
 
23 　Reiner Schulze, aaO,S.462 Rn.1
24 　Weth, aaO, S.1061f. Rn.2
25 　Medicus/Lorenz, aaO, S.293 Rn.610
26 　Looschelders, aaO, S.255 Rn794
27 　Meyer-Pritzl, aaO, S.1755 Rn.76
28 　Meyer-Pritzl, aaO, S.1755 Rn.76
29 　Hirsch, aaO, S.192 Rn.371
30 　Weth, aaO, S.1063 Rn.6
31 　Weth, aaO, S.1063f. Rn.6
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スポーツスポンサー契約、教育契約（Unterrichtsvertraga）、フィットネスクラブ契約、指定商人
契約および自己商たる販売の契約、ライセンス契約、出版契約、住居所有における管理人契約、ファ
シリティ・マネジメント契約、廃棄物貯蔵契約、また、「ジャスト・イン・タイム・協定」、整備契
約などである。
このように、現在においては、継続的債務関係は非常に広範囲に及ぶものになっていると考え
られる。その分野の研究の重要性も増してきていることを意味すると思わる。ただし、Medicus/
Lorenzは、やはり、市民の生活にとっては、住居賃貸借契約と雇用契約が大変重要なものである
という基本的視座を以下のように与えている32。「住居賃貸借および労働関係は、生活保障に貢献
する継続的債務関係であるという理由で、双方ともに最も重要である。このことから、これら２つ
の継続的債権関係においては、告知は、賃貸人および使用者に随意の自由裁量に任されているわけ
ではない。それだから、ここにおいては例外的に契約上の告知もまた理由を必要とする。幾種類も
の妥協に基づいている告知の保護であるので、この部分は本当に複雑である」としている。
４　契約上の解約告知と契約外の解約告知・新314条による解約告知
ドイツ債務法においては、解約告知は「契約上の告知」と「契約外の告知」に分けて説明される。
新314条による告知は「重大な事由」、すなわち、契約当事者にもはやそれ以上の過大な要求はしな
しえないという状況において認められる事由を要件として、契約外の告知としての明文の規定であ
る。
Medicus/Lorenzは、この契約外の告知の意義について、以下のように述べている33。「継続的債
務関係は、不特定の期間において締結されうる。告知は、ここにおいて、債務関係を全般的に終了
させるために必要である。従って、告知は、契約上の告知として規則的に正当な理由を必要とはせ
ず、告知者の意向表明におけるものとして成り立っている」とする。
そして、さらに、契約上の告知と契約外の告知の関係について、次のように説明する34。「継続
的債務関係は、特定の期間においてもまた締結されうるものである（例えば、 3 週間のホテルの部
屋の賃貸借）。そして、この継続的債務関係は、この期間の経過によって、延長されることなく終
了する。例えば、542条 2 項以下（使用賃貸借）、604条 1 項（使用貸借）、620条（雇用契約）など
である。同じように、組合は、共通の目的の達成に奉仕する。この目的が一時的なものである場合
には（例えば、建築物の完成、いわゆる、当座組合や建築、）、その達成により組合は終了する（726
条、また、類似するものとして使用貸借についての604条 2 項）。しかし、一定の状況の下においては、
その債務関係は、その「取り決められた」終了の前にもはや終了することが必要であると証明され
うるのである。そして、それについては、契約外の告知が役目を果たす。契約外の告知は、当事者
否認と相いれないものであるので、契約上の告知とは異なって特別な事由を必要とする。この事由
 
32 　Medicus/Lorenz, aaO, S.294 Rn.611
33 　Medicus/Lorenz, aaO, S.293 Rn.611
34 　Medicus/Lorenz, aaO, S.294 Rn.612
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は、告知の相手方の義務違反に存在している（例えば、使用賃貸借における543条 2 項 2 号）。しかし、
また、解除理由も義務違反に依拠するものではないことがあり得る（例えば、相続人による、または、
相続人に対する告知において、564条 2 号）。これに関しては、その詳細がMedicus，「債務法Ⅱ　
債務法各論　2007」において検討されなければならない。この契約外の告知は、最も即時のもので
ある。といのは、契約外の告知事由は、ただ単に債務関係の終了を全体として要求するだけではなく、
即時の終了をも要求するからである（例えば、使用賃貸借における543条、569条）。そこにおいては、
不特定の期間で締結される継続的債務関係においてもまた、契約上の告知とともに、契約外の告知
が存在する。しかし、その即時性は、契約外の告知に、説得力をもって属するということではなく、
より正確に言うと、継続的債務関係は、「法定期間の遵守」の下においてのみ持続するものではな
いのである（例えば、564条 2 号）。ここにおいては、まさしく、債務関係を終了させることの不可
避性がさほど重要ではないということである」としている。さらに、続けて、以下のように述べ
る35。「BGBにおいて明文で規定されている継続的契約関係とならんで、非常に多くの売買法的機
能をともなった条文化されていない新たな契約関係（何らかの長期間購入諸契約）であるリース契
約および予約診療諸契約（Belegarztverträge）のような非典型的な契約関係が相当数存在している。
ここにおいては、すべての継続的契約関係は重大な事由により即時に告知されうるということが、
法の一般原則として、継続的契約関係の契約外の告知における法的な規制についての全体的類似性
の枠において、昔から承認されている（BGHZ 50，312）。すべての期間についてのすべての状況
に関して、誰も拘束されうるべきものではない。この原則は、314条の2002年における債務法改正
の立法者が、何らかの実質を変更することを意図せずに、集団において編纂したものである。上述
した特別の契約外の告知、例えば、使用賃貸借契約法および雇用契約法における告知は、「特別条項」
として、314条に優先するものである。従って、特殊な場合に543条による告知権の要件は何らかの
ものを与えないということは、314条を引き合いに出される必要はないということである」として
いる。
契約外の告知の意義については、Looscheldersの以下の見解も参照しておきたい36。「継続的債務
関係は、より長く、しばしば不確定の期間に基礎を置いているので、予定より前の解消の必要が起
こりうる。とりわけ、以下のことが考えられうる。一方当事者が、信義誠実の原則により契約の継
続を期待し得ないこと、例えば、他方当事者が必要な信頼関係を、義務違反の行為によって破壊し
てしまったという事由などである。一般原則によれば、そのような諸事例においては、おそらく、
解除権が問題となる。しかしながら、それと結びついた受領された給付の解除の意思表示は、関係
者の利益を公平なものとすることはない。将来に対する継続的債務関係の解消は契約外の告知によ
ることが適切である」というものである。
 
35 　Medicus/Lorenz, aaO, S.294f. Rn.613
36 　Looschelders, aaO, S.255 Rn.795
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５　解約告知における「重大な事由」
継続的債権関係の解消の要件である「重大な事由」は、債務不履行に限られたものではなく、よ
り広い事由によって契約当事者を契約関係から解き放つものである。この「重大な事由」の意義に
ついて、いくつかの見解を紹介したい。
Looscheldersは、「重大な事由」について次のような見解を示す37。「314条による契約外の告知権
の行使に関する要件は、「重大な事由」の存在である。個別の全ての状況の考慮と当事者双方の利
益の比較衡量の下において、告知しようとする側が契約関係の継続を期待し得ない場合に、314条
1 項 2 文により、そのような事由が存在することになる。この限定の利益は制限される。そこで、（重
大な事由）という不確定な法概念は、最終的には、その他のもの（である契約継続の期待不可能性）
により、置き換えられるからである。しかし、さらなる法律的な具体化は可能ではない。というの
は、個々の契約類型における要件はかなり異なったものとなりうるからである。それでも、広範囲
に及ぶ利益の比較衡量による告知理由が、個別事例において認められなければならないということ
が明らかにされる。利益の比較衡量の実行に関しては、重要な一般原則のみが発展させられる。中
心的な意味は、契約当事者による契約上の義務の違反をもつ。323条による履行者の義務の違反は
重要な位置を占める。だが、324条、241条 2 項の意味における保護義務の違反も、314条による告
知権を根拠づけうるものである。他方当事者の過責は必要ではない。しかし、場合によっては、利
益の比較衡量において考慮されうるものである」とする。そして、具体的事例を以下のように挙げ
て説明を加える38。「例。（ 1 ）経営者（Ｇ）は、毎月一定量のビールを購入するという義務をビー
ル醸造所（Ｂ）に対して負担していた。Ｂは、何回かにわたって、飲むことができないビールを納
品した。購入は無駄であるという理由で、Ｇは当該契約から解放されたいと思った。一般原則によ
り、Ｇは、323条に従って、当該契約を解除することができるであろう。しかし、ビール納品契約は、
継続的債務関係である。したがって、314条による重大な事由に基づく告知についての権利が、右
解除権に代わって適用される。（ 2 ）ビール納品契約の範囲において、経営者Ｇは、ビール醸造者
Ｂの取引上の関係について、再三再四故意に正しくない事実を、取引相手に対して流布した。これ
によってＢは、相当な売上損失を被った。Ｇは、Ｂの付随の利益に対する配慮の義務に違反した（241
条 2 項）。そのことから、一般原則によれば、Ｂは、324条による解除権を当然与えられうるべきで
あろう。ここでは、その代わりに、314条による告知権が考慮されるべきである」というものである。
さらに、以下 2 点の説明を付け加えている。すなわち、「314条の適用範囲においては、義務の違反
のみが問題となるわけではない。むしろ、その他の状況もまた重要な意味をもちうる。契約目的が
さらなる展開に基づいてもはや達成されなくなるという何らかのことが考えられうる。しかし、告
知をする当事者の固有の危険範囲による諸状況は、原則として、考慮されないままとしなければな
らない」39ということと、「告知を正当化するために、疑問のある状況がどれほど重要であるかは、
 
37 　Looschelders, aaO, S.255f. Rn.796
38 　Looschelders, aaO, S.256. Rn.797
39 　Looschelders, aaO, S.256. Rn.798
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とりわけ、そのつどの契約関係の整えられた形態に依拠している。それによれば、当事者双方が、
緊密な人的協力において、強く指図されればされるほど、よりいっそう、「契約関係の破壊」が顧
慮されなければならない」というものである40。
Meyer-Pritzlは以下のように述べる41。「判例および学説は、「重大な事由の存在」の要件を、過
大でないことの基準、個別の状況および当事者双方の利益の比較衡量の助けによって、明確に規定
することを試みた。告知者の利益は、彼に継続的債務関係の固い保持を要求することができないほ
ど、重大に侵害されているものでなければならない。そこにおいては、特別な個別的状況、とりわ
け、それぞれの契約類型が考慮されるべきである。個別的事例の正当な評価に際しては、告知者の
契約の相手方の利益もまた顧慮されなければならない。それは過責にかかっているのではない。関
係の変更もまた告知の理由を示しうる。この点では、行為基礎の障害におけるよりも小さい強さの
規範が適用されなければならない。というのは、契約外の告知は、「契約に内在するやり方の契約
関係の解消」を意味するからである」としている。
Reiner Schulzeの見解は次のようなものである42。「そのような契約の告知に関しては、第 1 項第
1 文による重大な事由が必要である。重大な事由の存在に関する諸要件は、626条との対応関係と
して、第 1 項第 2 文が確定する。第 1 項第 2 文によれば、個別事例のすべての状況の考慮と両当事
者の利益の考量が必要である。この観点の封じ込めのもとにおいては、一致する有効期間に基づい
た、あるいは、契約上の告知に基づいた通常の終了までの契約関係の継続は、告知者側にとって過
大ではないものでなくてはならない。重大な事由は、なかんずく、−個別の事例の諸状況に依拠す
る−保護義務の広く与えている侵害と同様に、行為基礎の重大な障害および契約の執行の比較可能
なそのほかの危険において存在している。他方当事者の過責は、（すでに以前の法的状況における
のと同様に、）必要なものではなく、また、十分なものでもない」としている。
Hirschは以下のように述べる43。「（端的には、）契約関係の継続を、告知をする当事者に要求なさ
れえない場合に、「重大な事由」は存在する（314条 1 項 2 文）。この公式は314条によって案出され
たものではなく、即時の告知を規定している別の条文から引き継がれたものである（例えば543条
1 項 2 文および626条 1 項）。例：Xは、保険監督業法（V-AG）において、私的な疾病費用の保険契
約を締結した。Ｘは 3 年の長きにわたり、変造した処方箋を提出し、そして、それによっておよそ
400ユーロの支払いを詐取した。この場合には、314条による告知の重大な事由が存在する44。告知を
行使する者の危険範囲において存在する諸状況は、原則的には、重大な事由を示さない。例：Ｎ有
限会社は、大量の軽油をＴ合名会社のタンクに入れた。Ｔは数年来赤字であった。破産を回避する
ために、社員は、全部の営業を停止することを決定した。したがって、Ｎは、倉庫契約を「重大な
事由により」告知した。しかし、BGHは、正当なことに、財務上の困難において告知についての重
 
40 　Looschelders, aaO, S.256. Rn.799
41 　Mezer-Pritzl, aaO, S.1755 Rn.77
42 　Reiner Schulze, aaO, S.462 Rn.3
43 　Hirsch, aaO, S.193 Rn.373
44 　BGH NJW 2012, 376 （vgl. Hirsch, aaO, S.193 Fn.186）
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大な事由であるとはみなさなかった45。重大な事由が存在する場合には、一定の期間（および、それ
ゆえ、本来であればその期間告知不能なである）終了するところの継続的債務関係もまた、告知可
能である。このことは、この諸事例において終了するところの契約上の告知とは本質的な相違である」
としている。
６　新314条に関するその他の議論
新314条 2 項の規定によれば、「重大な事由」による解約告知は、契約に基づく義務違反による場
合とそうではない事由による場合とに分けられることになるが、同項は、前者について、除去のた
めの定められた期間の徒過または催告の不奏功を要件として「重大な事由」存在を認める。
このような 2 項に関してLooscheldersは、次のような説明をしている46。「重大な事由は義務違反
の中に存在している。したがって、314条による告知権は、その他の債務関係による解除権（323条、
324条）と調和される。それゆえ、314条 2 項は、除去のための相当な期間の徒過の後または催告が
不奏功となった後にはじめて告知が許容されることを前もって意図している。その結果、ここにお
いても、立法者は、規則通りの契約解消の優先を確保しようと意図している。他方当事者に、彼の
義務違反の差し迫った帰結をはっきりと分からせるべきである。同時に、他方当事者には、義務に
従った関係による契約の告知を防止するための最後のチャンスが与えられるべきである。314条 2
項 2 文により、履行者の義務の違反を理由とする解除（323条 2 項）と同じ要件の下における期間
確定あるいは催告は不必要である」とする。Hirschは、以下のような説明を加える47。「「義務違反」
において「重大な事由」が存在する場合には、即時の告知が、「催告」に先行しなくてはならない
（314条 2 項 1 文）。しかし、催告は、債務者に、「債務者が契約上の義務に違反したことおよび債務
者にさらなる契約違反の結果の事柄が差し迫っていること」について注意を喚起しなければならな
い。反対当事者側の関係を責問するのみでは十分ではない」というものである。
第 3 項は、告知をする者が告知をなしうる期間について規定するが、この規定に関するSchulze
の説明は以下のようなものである48。「第 3 項に従えば、告知理由づけの認識以降の相当な期間内
に告知を生じることが必要である。それによって、告知可能性の権利者が行使をするのかどうか、
他方当事者がわからないでいることが長くないということが担保される。それについては、契約関
係の継続が本当に過大ではないということが、より長い期間によってもはや承諾できないというこ
とがありうる。継続的債務県関係の形態の多様性を目前にして、（626条 2 項におけるのとはことな
り、）立法者は、一定の統一的な期間の指示を断念した。それによって、相当な期間の範囲の特定
は、継続債務関係の種類と個別的事例のそのほかの諸状況に依拠している。特別規定が個別け的な
継続的債務関係の告知期間を確定しているならば、それは、優先適用されるものである」とする。
 
45 　NJW 2005, 1360 （vgl. Hirsch, aaO, S.193 Fn.187）
46 　Looschelders, aaO, S.256 Rn.800
47 　Hirsch,aaO, S.193f, Rn.375
48 　Reiner Schulze, aaO, S.463 Rn.4
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また、Hirschは第 3 項の説明として以下のように述べている49。「告知をする者が告知理由を知った
後においては、告知をする者は、長い時間を思いのままにすることができるわけではなく、「相当
な期間の内に告知をし」なければならない（314条 3 項）。この「相当な期間」は、時効期間ではな
く、除斥期間である。当該期間内に告知がなされない場合には、告知理由は消滅したものとみなさ
れる。したがって、また、当該期間も遵守されなければならず、その結果、告知の権利者は、彼の
告知権を圧迫手段としてより長い期間にわたって使用することはできない。314条 3 項は、（かなり
古い）626条 2 項にもたれかかっていることが認識できる。しかし、そこにおいて称される 2 週間
の期間は、型にはまったものとして、314条 3 項に書き写すことができるものではなく、当該期間は、
数か月にも達しうるものである」とする。
第 4 項に関しては、大きな議論はないようであるが、以下のLooscheldersの説明を参照したい50。
「告知は、その他の諸規定により与えられた「損害賠償請求権」を排除しないということが、314条
4 項で明確に規定されている。当該規定は、325条の解除および損害賠償の関係に対する規定に相
当する。とりわけ、280条 1 項、 3 項、281条または282条による履行に代わり、損害賠償の請求権
が考慮される」としている。
新314条において条文の文言から離れて議論となるのは、その他の特別規定との関係である。と
りわけ、行為基礎の原則を規定する新313条との関係や、解除の規定との競合する場面などは若干
の問題を生じているようである。
新313条との関係について、Meyer-Pritzlは次のよう述べている51。「重大な事由による継続的契
約関係の告知においては、行為基礎の学説が特別に明確に打ち出していることに関する問題である。
そのことはまた、契約遵守と諸契約において変更された諸事情の発生の間の緊張関係の問題でもあ
る。さらに、継続的債務関係の特徴を示すところの時間の要素が問題となる」とし、さらに以下の
ように続けて52。「314条と313条 3 項 2 文の関係は、未だ最終的に明確にはされていない。立法者
の意思によれば、313条 3 項により、行為基礎の障害における規定は、314条に優先する結果を生じ
るべきである。しかし、契約解消の諸事例においては、314条は特別規定として判断されるべきで
あろう。しかしながら、契約の適合を考慮するなら、契約の解消は、行為基礎の障害における規定
によって、314条による告知に優先するものである」としている。そして、解除規定との関係、と
くにその競合などの問題について、Schulzeは以下のように説明する53。「314条は、継続的債務関係
の契約外の告知に関する一般的な規定を含んでいる。重大な事由による告知権は、執行において設
定された継続的債務関係において、支配的見解によって一般的に、323条以下による解除権の位置
へ踏み込んだ（BGH　NJW 87，2006参照）。しかし、完全な巻戻し清算がさほど困難ではなく可
能であり、また、事実上公平である場合には、例外的に、すでに執行において設定された継続的債
 
49 　Hirsch, aaO, S.194 Rn.377
50 　Looschelders, aaO, S.257 Rn.805
51 　Mezer-Pritzl, aaO, S.1754 Rn.74
52 　Mezer-Pritzl, aaO, S-1756 Rn.80
53 　Reiner Schulze, aaO, S.462 Rn.2
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務関係においても、解除の効果を生じる（BGH　NJW 02，　1870参照）」とする。Looscheldersは、
新314条とそのほかの規定の競合の問題全般を概観して、次のように述べている54。「314条による
告知権と並んで、依然として、重大な事由による告知における「特別規定」が、継続的債務関係の
個別の類型において存在する。これらは、特別法（leges speciales）として314条に優先する。しかし、
特別の告知権が不確定の法概念を含むという範囲において、314条の評価は、具体化の対象とされ
うるものである。これは、とりわけ、期限確定あるいは催告の原則的必要性を顧慮して適用される」
とし、さらに続けて以下のように述べる55。「支配的見解は、実行された継続的債務関係において、
324条以下に対する314条の優先を出発点とする。この見解は、解除がそのような諸事例において両
当事者の利益を規則的に正当なものとはしないということから正当化される。行為基礎の障害の事
例においては、継続的債務関係における解除は、同様に、重大な事由による告知によって取り換え
られる（313条 3 項 2 文）。その他の点では、313条と314条の関係は議論の余地がある。313条 3 項
1 文の意義および目的は行為基礎における障害における規定の優先を支持する。したがって、313
条と314条が重なり合う範囲において、重大な事由による告知は、告知理由が「契約の巻き戻し」
によって中が空となってしまわない場合にのみ可能である」とする。
新314条の「重大な事由」による告知がなされた場合の法律効果について、Hirschは次のように
説明する56。「即時の告知の到達によって（130条）、債務関係は終了する。そこにおいては、債務
関係が告知期間の経過によってははじめて終了するところの契約上の告知に対する相違が存在して
いる。告知が将来に対して効力をもつというところに、解除に対する相違が存在している。したがっ
て、提供された給付の返還は行われない。告知の取り下げは、告知の到達の後にはもはや不可能で
ある。告知は、合意によってのみ解消しうる（告知を受けた者との契約によってである）。告知を
する者は、彼に告知を許容するのと同じ（「重大な」）事由によって、彼の契約の相手方に対して損
害賠償請求権を有しうる。しかし、この請求権は、（告知の相手方である）債務者が彼の側におい
て契約上の告知のよって契約を解消しうる時点までに生じた損害のみを把握する）」という解説を
している。
Ⅳ　総合的検討と検討課題
以上のように、ドイツ民法の基本的な文献を概観すると、継続的契約関係は非常に多彩なもので
あることがわかる。この議論の重要性が再認識される。同時に、「重大な事由」要件に見られるように、
その多彩さは画一的な概念で括ることの困難さを増大させる。特に、「重大な事由」による継続的
債務関係の解消はドイツ民法が独自に展開させてきた枠組みでもあることから、その議論の動向か
ら今後も目を離すことはできない。
 
54 　Looschelders, aaO, S.257f. Rn.806
55 　Looschelders, aaO, S.258. Rn.807
56 　Hirsch, aaO, S.195 Rn.379
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さらには、契約上の告知と契約外の告知を分けて、後者に新314条が含まれるとする公式や即時
の解約告知と催告などを必要とする解約告知の分類、また、行為基礎の原則規定である新313条と
のかかわり、また、それとの競合といった議論は、わが国にも十分示唆を与えうるものであり、そ
の議論の行方を見守る必要があると考える。とりわけ、民法（債権法）改正検討委員会では、事情
変更の原則の適用により債務不履行によらない「やむをえない事由」などはカバーできると判断し
ているが、わが国の事情変更の原則の適用は容易には認められていない状況もうかがえることから、
ドイツ民法新314条における「重大な事由」による継続的債務関係の解消という公式は、今後、参
照できる場面も出てくることも考えられる。
わが国の民法改正論議における「中間試案」は、結局、踏み込んだ規定を置くことを企図しない
ものと見受けられるが、そこで行われた議論を十分に踏まえつつも、ドイツ民法新314条の議論か
らも受けとけるべき示唆があるという検討結果をもって本稿の結論としたい。
 （2014年 5 月23日脱稿）
 （たにぐち　さとし・本学経済学部教授）
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